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共生型自立訓練（機能訓練）重要事項説明書 

１ 共生型自立訓練（機能訓練）サービスを提供する事業者について 

事 業 者 名 称 医療法人財団恵仁会 

代 表 者 氏 名 理事長 藤木龍輔 

本 社 所 在 地 

（ 連 絡 先 ） 

富山県中新川郡立山町前沢１１８１番地 

総務課 ０７６－４６３－１３０１ 

設 立 年 月 日 昭和６１年１２月２６日 

 

２ サービス提供を担当する事業所について 

(1)  事業所の所在地等 

事 業 所 名 称 デイサービスセンター スマイルレーベル 

富 山 県 指 定 

事 業 所 番 号 
指定事業所番号             号 

指 定 年 月 日 令和 ２年 １０月 １日 

事業所所在地 富山県中新川郡大石原２２５番地 

連 絡 先 電話：０７６－４６１－３２７０ ＦＡＸ：０７６－４６１－３２７１ 

事業所の通常の 

事業実施地域 
中新川郡立山町 

利 用 定 員 ６０名 （１単位：３０名、２単位：１５名、３単位：１５名） 

事業所が行なう 

他の指定障害 

福祉サービス 

共生型生活介護             号（令和２年１０月１日指定） 

(2) 事業の目的および運営方針 

事 業 の 目 的 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に規定する共生

型自立訓練（機能訓練）の事業の適正な運営を確保するために必要な人員及び管

理運営に関する事項を定め、利用者に対する適切なサービスを提供することを目

的とする。 
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運 営 方 針 

１ 事業所は、共生型自立訓練（機能訓練）の提供に当たっては、利用者が自

立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、障害者に対して、一

定期間にわたり身体機能又は生活能力の維持、向上等のために必要な支援、

訓練その他の便宜を適切かつ効果的に行う。 

２ 事業所は、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立ってサ

ービスの提供を行う。 

３ 事業所は、富山県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関

する基準等を定める条例(平成 24 年 12 月 12 日富山県条例第 74 号)その他関係

法令を遵守し、事業を実施する。 

(3) 営業日及び営業時間 

営 業 日 
月曜日から土曜日までとする。 

ただし、８月１５日、１２月３０日から１月３日までを除く。 

営 業 時 間 午前８時から午後５時３０分までとする。 

(4) サービス提供可能な日と時間帯 

サービス提供日 
月曜日から土曜日までとする。 

ただし、８月１５日、１２月３０日から１月３日までを除く。 

サービス提供時間 

午前８時３０分から午後４時（１単位） 

午前１０時３０分から午後４時（２単位） 

午前９時００分から午後０時３０分（３単位） 

 

３ サービスの主たる対象者 

 サービスの主たる対象者は、身体障害者、難病等対象者とする。 

 

４ サービス提供を行う施設・設備等について 

(1) 施 設 

構 造 鉄筋コンクリート造 一部 鉄骨造 

敷 地 面 積 １２，９７７．３４㎡ 

延 床 面 積 １９１．４４㎡ 
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(2) 主な設備 

設 備 の 種 類 部 屋 数 備         考 

訓 練 室 １室 レッドコード、平行棒等あり 

相 談 室 １室 専用相談室 

洗 面 所 １室 車いす用トイレあり 

浴 室 ２室 通常浴室１、特別浴室１ 

静 養 室 1 室 畳式のベッドあり 

 

 

５ サービス提供を行う職員体制 

(1) 職務の内容（共生型の為、介護保険法の通所介護に準ずる。） 

職 種 職 務 内 容 

管   理   者 
管理者は、従業者及び業務の管理その他の管理を一元的に行うととも

に、従業者に法令等を遵守させるため必要な指揮命令を行う。 

生 活 相 談 員 
生活相談員は、利用者の生活の向上を図るために適切な相談・援

助を行う。  

介 護 職 員 介護職員は、日常生活上の必要な介護を行う。 

看 護 職 員 
看護職員は、医師の指導のもと、日常生活上の健康管理及び療養上の指

導を行う。 

機能訓練指導員  
機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するた

めの訓練を行う。 

 

(2) 職員の配置状況（共生型の為、介護保険法の通所介護に準ずる。） 

職種 

生活相談員 看護職員 介護職員 機能訓練指導員 

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 

常 勤 １ １ ０ ０ ５ ０ ０ ０ 

非 常 勤 ０ ０ ３ ０ ５ ０ ３ ０ 



26-2.共生型自立訓練（機能訓練）重要事項説明書.docx 

 - 4 - 

 

６ 提供するサービスの内容と料金および利用者負担額について 

(1)  提供するサービスの内容 

サービスの種類 サ ー ビ ス の 内 容 

個別支援計画の作

成 

利用者の意向や心身の状況等のアセスメントを行い、生活全般の質を向上させ

るための課題や目標、支援の方針等を記載した個別支援計画を作成します。 

食 事 の 提 供 希望により、利用者の身体状況や嗜好に配慮した食事を提供します。 

入 浴 又 は 清 拭 
入浴について必要に応じて介助や確認を行います。利用者の心身の状況によ

り、入浴が困難な場合には清拭を行うなど適切な方法で実施します。 

身 体 等 の 介 護 
利用者の状況に応じて適切な技術をもって、食事・整容・更衣・排泄等の生活

全般にわたる援助を行います。 

理学療法や作業療

法等の身体機能の

リハビリテーショ

ン及びコミュニケ

ーションや家事等

の 訓 練 

利用者の心身状況に応じ、利用者の自立支援と日常生活が充実するよう、適切

な技術をもって訓練を行います。また、利用者の有する能力を活用することに

より、自立した日常社会生活を営むことができるよう、利用者の特性に応じた

必要な訓練を行います。 

身体機能及び日常

生活能力の維持・向

上のための支援 

身体機能の維持向上や、食事・家事等の日常生活能力を向上するための訓練等

を行います。 

生 活 相 談 
利用者及びその家族が希望する生活や利用者の心身の状況等把握して、適切な

相談・助言・援助等を行います。 

健 康 管 理 

利用者の投薬管理や疾病予防に努めるとともに、医師により、健康診断日を設

けて健康管理を行います。また、協力病院との連絡調整や医療機関を通じて健

康保持のための適切な支援を行います。 

訪 問 支 援 
必要に応じて利用者や家族の同意のもと利用者宅を訪問し、適切な相談・助

言・援助等を行います。 

地域生活への移行

の た め の 支 援 

利用者が地域において自立した日常社会生活を営むことができるよう、各種障

害福祉サービス事業者と連携調整を行います。また、利用者が自宅等に戻られ

たあとも、一定期間、定期的な連絡・相談等を行います。 

送 迎 サ ー ビ ス 基本的に、送迎サービスを行います。 
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その他、日常生活上

必 要 な 支 援 
上記に記載した事項以外で、日常生活上必要な支援を行います。 

(2) 提供するサービスの料金とその利用者負担額について 

提供するサービスについて、厚生労働省の告示の単価（別表）による利用料が発生します。 

利用者負担は、原則利用料の１割となっていますが、所得に応じて市町村が定めた利用者負担上限

額を上限としています。ひと月に利用したサービス量にかかわらず、それ以上の負担は生じません。 

※ 訓練等給付費等について事業者が代理受領を行わない(利用者が償還払いを希望する)場合は、訓練等

給付費等の全額をいったんお支払いただきます。この場合、「サービス提供証明書」を交付しますので、

｢領収書｣を添えてお住まいの市町村に訓練等給付費等の支給（利用者負担額を除く）を申請してくださ

い。 
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【別表】 

①  利用料金 

利用料 利用者負担額 

６，９９０円 左記の１割 

② 加算項目 

ア 事業所がとっている体制により、下表のとおり料金が加算されます。 

現時点では、事業所がとっている体制による加算は、ありません。 

イ 事業所がとった対応の内容により、下表のとおり料金が加算されます。 

加 算 項 目 利 用 料 
利用者

負担額 
内     容 

初 期 加 算 300 円 
左記の

１割 

サービス利用の初期段階（開始から 30 日間）
において、利用１日につき加算されます。 

欠 席 時 対 応 加 算 940 円 
左記の

１割 

利用者が急病等により利用を中止した場合に、
連絡調整や相談援助を行った場合に加算され
ます。月４回まで加算されます。 

リハビリテーション

加算 

(Ⅰ)480 円 

(Ⅱ)200 円 

左記の

１割 

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士等が中
心となって、利用者ごとのリハビリテーション
計画を作成し、個別のリハビリテーションを行
う場合利用、１日につき加算されます。 

食事提供体制加算 300 円 
左記の

１割 

支給決定のある利用者に事業所が食事を提供
した場合、１日につき加算されます。 

利用者負担上限額 

管理加算 
1,500 円 

左記の

１割 

利用者の依頼により、利用者の負担上限月額を
超えて事業者が利用者負担額を徴収しないよ
うに、利用者負担額の徴収方法の管理を行った
場合に加算されます。 

送 迎 加 算 
(Ⅰ)210 円 

(Ⅱ)100 円 

左記の

１割 

事業所が利用者に対し、送迎を行った場合、片
道につき加算されます。 

 

７ その他の費用について 

内  容 料        金 
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食事の提供に係る費用 
昼 食        ５６０円 

おやつ         ６０円 

送迎サービスの提供に係る費用 

（通常の事業の実施地域以外の地域の場合） 

通常の事業の実施地域以外の場合でも、

送迎費用は不要です。 

キャンセル料 キャンセル料は不要です。 

 

 

８ 利用者負担額及びその他の費用の支払い方法について 

 利用者負担額及びその他の費用について、サービスを利用した月の翌月１５日以降に利用月分の請

求書をお届けし、翌月２７日（金融機関が非営業日の場合は、翌営業日）に各指定口座からの引き落

としにて支払います。 

（※）防犯の関係上、利用時料金の現金の持ち込みはお断りしておりますので、各指定口座の引き落

としにご協力をお願いいたします。お支払いを確認しましたら、領収書をお渡ししますので、保管を

お願いします。 

※ 利用料、その他の費用の支払いについて、支払い能力があるにもかかわらず支払い期日から３月以

上遅延し、故意に支払いの督促から 14 日以内にお支払がない場合には、契約を解約した上で、未払い

分をお支払いただくことがあります。 

 

９ サービスの提供にあたっての留意事項 

 (1) 市町村の支給決定内容等の確認 

サービスの提供に先立って、受給者証に記載された支給量・支給内容・利用者負担上限月額を確認さ

せていただきます。受給者証の住所、支給量などに変更があった場合は速やかに事業者にお知らせ

ください。 

(2) 個別支援計画の作成 

確認した支給決定内容に沿って、利用者及び家族の意向に配慮しながら個別支援計画を作成します。

作成した個別支援計画については、案の段階で利用者又は家族に内容を説明し、利用者の同意を得

た上で成案としますので、ご確認いただくようお願いします。 



26-2.共生型自立訓練（機能訓練）重要事項説明書.docx 

 - 8 - 

 (3) 個別支援計画の変更等 

個別支援計画は、利用者等の心身の状況や意向などの変化により、必要に応じて変更することがで

きます。 

 

10 虐待の防止について 

  事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、「障害者虐待の防止、障害者の養護者に

対する支援等に関する法律（平成 23 年法律第 79 号）」を遵守するとともに、下記の対策を講じます。 

① 虐待防止に関する責任者を選定しています。 

虐待防止に関する責任者 生活相談員・宮ケ丁翼 

② 成年後見制度の利用を支援します。 

③ 苦情解決体制を整備しています。 

④ 従業者に対する虐待防止を啓発･普及するための研修を実施しています。 

 

11 秘密の保持と個人情報の保護について 

①  利用者及びその家族に関する秘密の保持について 

 事業者は、利用者の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及び厚生労働省が策定し

た「福祉事業者における個人情報の適切な取り扱いのためのガイドライン」を遵守し、適切な取り

扱いに努めるものとします。 

○ 事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」という。）は、サービス提供をする上で知り得た

利用者及びその家族の秘密を正当な理由なく、第三者に漏らしません。 

○ この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後においても継続します。 

○ 事業者は、従業者に業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、従業者である

期間及び従業者でなくなった後においても、その秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約の

内容とします。 

 

 ② 個人情報の保護について 
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○ 事業者は、利用者からあらかじめ文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等で使用する等、

他の障害福祉サービス事業者等に、利用者の個人情報を提供しません。また利用者の家族の個人情

報についても、当該利用者の家族からあらかじめ文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議で

使用する等、他の福祉サービス事業者等に利用者の家族の個人情報を提供しません。 

○ 事業者は、利用者及びその家族に関する個人情報が含まれる記録物（紙によるものの他、電磁的

記録を含む。）については、善良な管理者の注意をもって管理し、また処分の際にも第三者への漏

洩を防止するものとします。 

○ 事業者が管理する情報については、利用者の求めに応じてその内容を開示することとし、開示の

結果、情報の訂正、追加または削除を求められた場合は、遅滞なく調査を行い、利用目的の達成に

必要な範囲内で訂正等を行うものとします。(開示に際して複写料などが必要な場合は利用者の負

担となります。) 

 

12 事故発生時の対応方法について 

利用者に対する自立訓練（機能訓練）の提供により事故が発生した場合は、県、市町村、利用者の家

族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。また、利用者に対する自立訓練（機能訓練）の提

供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行います。 

【事故発生時連絡先】 立山町役場健康福祉課障害福祉係 

〒930-0221 富山県中新川郡立山町前沢 1169 

立山町元気交流ステーション３階 

TEL：０７６（４６２）９９５７ ／ FAX：０７６（４６２）９９９６ 

本事業者は、下記の損害賠償保険に加入しています。 

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 ／ 施設利用者賠償責任 

 

13 非常災害時の対策 

非 常 時 の 対 応 別に定める非常災害計画により対応いたします。 

平 時 の 訓 練 別に定める非常災害計画に則り、避難訓練を年２回実施します。 

防 災 設 備 
・自動火災報知機  有  ・誘導灯      有 

・ガス漏れ報知器  有  ・非常通報装置      有 
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・非常用電源    有  ・スプリンクラー  有 

・カーテン等は防炎機能のある物を使用しています。 

・震災に備えての備蓄（食糧・飲料水 7 日分） 

（その他、拡声器・携帯ラジオ・ロープ・懐中電灯等） 

消 防 計 画 
消防署への届出日 : 令和１年１１月２日 

防火管理者    : 野々上孝 

 

 

14 苦情解決の体制及び手順 

 (1) 事業所の苦情・相談受付窓口 

提供した共生型自立訓練（機能訓練）に係る利用者及びその家族からの相談及び苦情を受け付けるた

めの窓口を設置しています。 

苦情受付担当者 生活相談員・曽我秀美 

苦情解決責任者 生活相談員・宮ケ丁翼 

受付日  月曜日から土曜日。ただし、8 月 15 日、12 月 30 日から 1 月 3 日までを除く。 

受付時間  午前８時から午後５時３０分 

電話番号  ０７６（４６１）３２７０  

ＦＡＸ番号  ０７６（４６１）３２７１ 

 

 (2) 行政機関その他苦情受付機関 

   本事業所では解決できない苦情や虐待等の相談は、行政機関または富山県社会福祉協議会に設置

された運営適正化委員会に申し立てることができます。 

自 治 体 の 窓 口 

所 在 地 

 

受 付 担 当 課 

電 話 番 号 

Ｆ Ａ Ｘ 番 号 

〒930-0221 富山県中新川郡立山町前沢 1169 

  立山町元気交流ステーション３階 

立山町役場健康福祉課障害福祉係 

TEL：０７６（４６２）９９５７ 

FAX：０７６（４６２）９９９６ 
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15 事業所ご利用の際にご留意いただく事項 

感 染 症 対 策 
事業所利用者がインフルエンザ等の他者に感染する疾病であることを、医師

が診断した場合、医師の完治連絡が出るまで事業所利用はできません。 

設備・器具の利用 
事業所内の設備、器具は本来の用法に従ってご利用ください。これに反した

ご利用により破損が生じた場合、賠償していただくことがあります。 

貴 重 品 の 管 理 

貴重品は、利用者の責任において管理していただきます。 

自己管理のできない利用者につきましては貴重品を事業所に持ち込まないよ

うお願いします。 

喫    煙 喫煙は決められた時間に決められた場所でお願いいたします。 

宗教活動・政治活動 
営利活動 

利用者の思想、信仰は自由ですが、他の利用者に対する宗教活動、政治活動

及び営利活動はご遠慮ください。 

 

 

  

富 山 県 福 祉 

サ ー ビ ス 運 営 

適 正 化 委 員 会 

所 在 地 

実 施 機 関 

受 付 日 

受 付 時 間 

電 話 番 号 

Ｆ Ａ Ｘ 番 号 

富山県富山市安住町５－２１ 

富山県社会福祉協議会 

毎週月曜日から金曜日 

午前９時から午後５時まで 

０７６（４３２）３２８０ 

０７６（４３２）６５３２ 
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16 緊急時の対応について 

(1) 対応方法：サービス提供中に、利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、当事業所の

医師の診察を受けて頂きます。また、家族または緊急連絡先に連絡するとともに、必要に応じて協

力病院・主治医に連絡を取るなどの措置を講じます。また、相談支援事業所へ連絡します。 

(2) 

    主治医：  氏名                

 

          所属医療機関名                 

 

所在地                     

 

電話番号                    

 

 

   家族緊急連絡先① 

 

氏名              続柄       

 

住所                       

 

自宅電話番号                 

 

携帯電話番号                 



26-2.共生型自立訓練（機能訓練）重要事項説明書.docx 

 - 13 - 

 

勤務先名                電話番号              

 

家族緊急連絡先② 

 

氏名              続柄       

 

住所                       

 

自宅電話番号                 

 

携帯電話番号                 

 

勤務先名                電話番号              
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この重要事項説明書は、説明と同意の確認の為に 2 通作成し、利用者と事業者が各々署名押印して 1 通

ずつ保有します。利用期間中はいつでも確認できる所での保管をお願いいたします。 

 

 

重要事項説明書の説明年月日：令和    年   月   日 

 

事業所から上記内容の説明を受け、同意しました。 

 

【 利用者 】 

住所：                   

氏名：             印 

 

【 署名代行者（または法定代理人） 】 

続柄：          

住所：                   

氏名：                印  

代行する理由：               

 

【 事業者 】   富山県中新川郡立山町大石原 225 番地 

            医療法人財団恵仁会  藤木病院 

            理事長   藤木 龍輔  印 

 


